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平成２９年１０月１９日判決言渡 

平成２８年(行ケ)第１０２６８号 審決取消（商標）請求事件 

口頭弁論終結日 平成２９年８月３日 

判        決 

 

原       告      安踏（中国）有限公司 

 

同訴訟代理人弁理士      三 上 真 毅 

 

 

被       告     ブルックス スポーツ インコーポレイテッド 

 

同訴訟代理人弁護士       彦 

               佐 竹 勝 一 

               山 本 飛 翔 

      弁理士      藤 倉 大 作 

主        文 

１ 原告の請求を棄却する。 

２ 訴訟費用は，原告の負担とする。 

３ この判決に対する上告及び上告受理申立てのため

の付加期間を３０日と定める。 

事 実 及 び 理 由   

第１ 請求の趣旨 

 特許庁が取消２０１４－３００９７８号事件について平成２８年８月９日にした

審決を取り消す。 

第２ 事案の概要 
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 本件は，商標登録取消審判請求に対する審決の取消訴訟である。争点は，①被告

又は通常実施権者による標章使用の有無及び②使用された標章と登録商標との同一

性の有無である。  

  １ 本件商標  

 商標登録第４７３７５１９号商標（以下，「本件商標」という。）は，下記の構

成からなり，第２５類「運動靴，その他の履物，運動用特殊靴，被服，ガーター，

靴下止め，ズボンつり，バンド，ベルト，仮装用衣服，運動用特殊衣服」を指定商

品として，平成１５年１２月２６日に設定登録されたものである（甲１の１・２）。 

 

 

 

 

 ２ 特許庁における手続の経緯  

 原告は，平成２６年１２月５日，本件商標について，商標法５０条に基づく商標

登録取消審判を請求し（取消２０１４－３００９７８号。以下「本件審判請求」と

いう。），その登録は同月２５日にされた（甲１の１）。  

 特許庁は，平成２８年８月９日，「本件審判の請求は，成り立たない。」との審

決（以下「本件審決」という。）をし，その謄本は，同月１８日に原告に送達され

た。  

 ３ 本件審決の理由の要点  

  ⑴ カスタムプロデュース株式会社（以下「カスタムプロデュース社」とい

う。）は，被告と提携していること，及びカスタムプロデュース社は，被告の日本

国内における総代理店であることからすると，カスタムプロデュース社は，本件商

標の通常実施権者というのが相当である。 

  ⑵ カスタムプロデュース社が，平成２６年６月に発行したカタログ（甲２の

９。以下「本件カタログ」という。）には，表紙にブーメラン様の白抜きの図形
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（以下「使用商標」という。）が表示されており，「運動靴」が掲載されている。

本件カタログは，平成２６年６月頃から秋にかけて頒布されたと推認できる。 

  ⑶ 「運動靴」は，本件商標の指定商品に含まれる。 

  ⑷ 本件商標と使用商標は，線書きであるか白抜きであるかに差異があるが，

その態様を同じくするものであるから，本件商標と使用商標は，社会通念上同一の

ものである。 

  ⑸ 以上のとおり，被告は，通常実施権者が，本件審判請求の登録前３年以内

に，日本国内において，指定商品に含まれる「運動靴」に関する「広告」に本件商

標を使用していたことを証明したと認めることができる。 

第３ 原告主張の審決取消事由  

 １  通常実施権者による使用の不存在 

 カスタムプロデュース社が被告の日本における総販売代理店であることを裏付け

る証拠は提出されておらず，同社が運営するウェブサイト（甲２の６）や同社が作

成した本件カタログ（甲２の７・９・１２・１３）にも，その旨の記載はない。平

成２４年２月５日付けのニュースリリースにおいて，被告とカスタムプロデュース

社との関係は，「提携」（Ｐａｒｔｎｅｒ）とされており（甲２の４・５），総販

売代理店とはされていない。 

 したがって，カスタムプロデュース社が本件商標の通常実施権者であることは証

明されていない。 

 ２ 使用の事実の不存在 

 被告が本件カタログ（甲２の９）の印刷を発注した際の請求書であるとして本件

審判請求において提出したもの（甲２の１０。以下「本件請求書」という。）に記

載された商品名からは，発注された印刷物が本件カタログかどうか明らかでないし，

印刷部数も黒塗りで秘匿されている。また，カタログが印刷された事実があるから

といって，当該カタログが頒布されたことにはならず，頒布された事実の立証はな

い。 
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 したがって，本件審決が認定した使用の事実は，証明されていない。 

 ３ 使用商標と本件商標との同一性の不存在 

 本件商標と下記の使用商標は，線書きであるか白抜きであるかに差異がある。線

書きであるか黒抜きであるかの差異をもって登録が認められている商標がある（甲

３～６）から，本件商標と使用商標は，線書きであるか白抜きであるかの差異によ

って，社会通念上同一とは認められない。 

              

第４ 被告の主張 

 １ 通常実施権者による使用の不存在について 

  ⑴ カスタムプロデュース社は被告の日本国内における販売総代理店であるこ

と 

   ア 販売総代理店とは，法的に定義された用語ではないが，一般に，特定の

地域や特定の市場全体についての販売権を一手に担う代理店を指す言葉として用い

られている。そのため，名称のいかんを問わず，カスタムプロデュース社が，特定

の地域（日本国内）について，被告が取り扱う商品の販売権を一手に担う代理店と

いうことができれば，カスタムプロデュース社は被告の日本国内における販売総代

理店に当たるということができる。 

   イ 被告は，平成２４年１月２３日に，ブルックス・スポーツ株式会社及び

カスタムプロデュース社との間で，カスタムプロデュース社が日本における被告の

販売総代理店になる旨の契約を締結しており（乙１），カスタムプロデュース社が

被告の日本における販売総代理店であることは明らかである。なお，カスタムプロ

デュース社が日本における被告の販売総代理店であることは，新聞でも取り上げら
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れている（乙２）。 

 また，平成２４年２月５日付けのニュースリリースにおいて，①被告がカスタム

プロデュース社と提携しており，②カスタムプロデュース社が被告の日本における

パートナーであることを発表している（甲２の４・５）ところ，このような不特定

多数の第三者に向けたプレスリリースにおいて提携先を偽る特段の理由は存しない。 

 さらに，特定商取引に関する法律１１条及び特定商取引に関する法律施行規則８

条１項１号によると，商品の通信販売を行う際には，通信販売事業者の名称及び住

所を表示する義務があり，この義務に基づき，被告の製品を取り扱うウェブサイト

（甲２の６）の「特定商取引法に基づく表示」に，販売業者として「カスタムプロ

デュース株式会社」と表示されている（以下「本件特商法表示」という。）。 

   ウ 被告，ブルックス・スポーツ株式会社及びカスタムプロデュース社の間

における，上記イの契約書（乙１）の１条Ａ項において，カスタムプロデュース社

は，「ｅｘｃｌｕｓｉｖｅ ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｏｒ」と規定されている。また，

カスタムプロデュース社は，運営元の異なる各種ウェブサイトにおいて被告の「輸

入総代理店」と表記されている（乙３～６）。 

   エ したがって，カスタムプロデュース社は，被告の日本国内における販売

総代理店である。 

    ⑵ カスタムプロデュース社が通常使用権者であること 

   ア 前記⑴のとおり，カスタムプロデュース社は，被告の日本国内における

販売総代理店であるから，カスタムプロデュース社は本件商標の通常使用権者とい

うことができる。 

   イ 仮に，カスタムプロデュース社が被告の日本国内における販売総代理店

といえない場合であっても，以下のとおり，本件の事実関係の下では，カスタムプ

ロデュース社は本件商標の通常使用権者ということができる。 

     被告，ブルックス・スポーツ株式会社及びカスタムプロデュース社の

間における，前記⑴イの契約書（乙１）５条Ａ項により，カスタムプロデュース社
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は，本件商標を含む被告の商標を使用する権利と義務があるから，本件商標を使用

する権利を許諾されていることは明らかである。 

     前記⑴イの本件特商法表示は，カスタムプロデュース社が被告の商品

（本件商標が付された商品を含む。）を日本国内において販売していることを強く

裏付けるものである。また，前記⑴イのとおり，被告は，カスタムプロデュース社

と提携し，日本におけるパートナーにする旨発表しているから，日本国内における

カスタムプロデュース社による本件商標が付された被告の製品の販売は，被告の意

思に基づくものということができる。 

       したがって，カスタムプロデュース社は本件商標の通常使用権者であ

る。 

  ２ 使用の事実の不存在について 

 カタログを有償で発行したにもかかわらず，一切頒布しないということは経済的

に極めて不自然，不合理であり，特段の事情がない限り，カタログを発行すれば，

それを頒布したものとみるのが商取引の通念から相当である。 

 カスタムプロデュース社は，本件カタログを，平成２６年６月１０日に１万８０

００部発注し，同月２４日に納品され，同年７月から，約２００店舗にわたる被告

の商品の取扱店舗に頒布し，頒布先の店舗では，店舗に訪れた消費者に本件カタロ

グを頒布している（乙７～９）。本件カタログの表紙には「ＣＡＴＡＬＯＧ ＦＡ

ＬＬ ２０１４」と表示されており，本件カタログは，平成２６年秋の商品カタロ

グであるため，同年７月に頒布されたことと整合する。 

 本件請求書（甲２の１０，乙８）には，注文内容として「ＢＲＯＯＫＳ１４ＦＷ

＿ＵＳＥＲ＿ＣＡＴ」と表記されているところ，「ＢＲＯＯＫＳ」は被告を意味し，

「１４」は２０１４年の下２桁を意味し，「ＦＷ」は秋冬を示す「ＦＡＬＬ＆ＷＩ

ＮＴＥＲ」を意味し，「ＣＡＴ」は「ＣＡＴＡＬＯＧ」の最初の３文字を意味し，

「ＵＳＥＲ」は消費者向けを意味する。本件カタログは，消費者に向けた，平成２

６年秋冬における被告の商品（靴）に関するカタログであるため，上記注文内容と
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符合する。また，本件請求書（甲２の１０，乙８）における「４ｃカラー」は，４

色カラーであることを意味しており，このことは，本件カタログがカラー表記であ

ることと整合するものであるし，本件請求書（甲２の１０，乙８）における「Ａ４

×３倍」の表記は，Ａ４の３倍である「２９７ｍｍ×６２７ｍｍ」の紙を使用し，

余分な部分をカットすることでカタログを作成していることを意味しており，この

ことは，本件カタログのサイズと整合する。さらに，本件カタログの５葉目の右下

に，「２０１４．６」との表記があるが，本件カタログが２０１４年秋冬の商品を

扱っており，６月はまだ秋ではないことを踏まえると，「２０１４．６」の表記は，

カタログの発行日を示しているものと考えるのが自然である。他方，本件請求書

（甲２の１０，乙８）における「日付」の「２０１４－０６－１０」の表記は，請

求書の発行日が別途記載されていることを踏まえると，注文商品の作成年月日を指

していると考えるのが合理的であって，本件請求書は，本件カタログの頒布開始の

時期と，時期的にも整合する。したがって，本件請求書は，本件カタログに係る請

求書であることが合理的に推認できる。 

 以上のとおり，本件カタログは，カスタムプロデュース社によって，平成２６年

７月から秋にかけて頒布されたものである。    

  ３ 使用商標と本件商標との同一性の不存在について 

 商標法５０条が規定する「社会通念上同一と認められる商標」は，同条における

「登録商標」の意味を明らかにするものであって，他の条項における解釈が，商標

法５０条の解釈の指針となるものではない。そのため，類似する複数の商標が登録

されていることをもって，使用商標と本件商標とが「社会通念上同一と認められる

商標」に当たらないことの直接の理由付けに用いることはできない。 

 また，類似した商標が審査の段階で看過されて登録されることはあり得るため，

類似する図形からなる商標が併存して登録されていることは，特許庁が両者の併存

を積極的に認めたことを必ずしも意味しない。 

 原告の挙げる登録例（甲３～６）には，線描きであるか黒抜きであるか以外にも，
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外観において多くの差異が存するほか，観念も異なるものである。 

 使用商標と本件商標とは，社会通念上同一の商標である。  

第５ 当裁判所の判断 

１ カスタムプロデュース社が通常実施権者であるかどうかについて 

  ⑴ 証拠（甲２の１・４～６，乙１，７）によると，次の事実が認められる。 

   ア 被告，ブルックス・スポーツ株式会社（以下「ブルックス・スポーツ

社」という。）及びカスタムプロデュース社は，平成２４年１月２３日，カスタム

プロデュース社を日本におけるブルックス製品（ランニング用運動靴）の独占的な

ディストリビュータとする契約を締結した。この契約においては，本件商標は，被

告に帰属する独占的な財産であること，カスタムプロデュース社が，広告，カタロ

グ，価格表等を作成したときは，その使用前に承認を得ることなどが規定されてい

る。 

   イ 平成２４年２月５日付けのニュースリリースにおいて，被告は，カスタ

ムプロデュース社と提携しており，同社が被告の日本におけるパートナーであるこ

とを発表した。 

   ウ 被告の日本におけるウェブサイトは，カスタムプロデュース社が運営し

ており，同ウェブサイトにおけるオンラインショップは，平成２６年１０月から開

設されているところ，同ウェブサイトには，「特定商取引に関する法律に基づく表

記」として，「カスタムプロデュース株式会社」が販売業者として表示されている

（本件特商法表示）。 

  ⑵ 以上の事実に，後記２のとおり，カスタムプロデュース社は，本件カタロ

グを作成し，頒布するなどしていることを総合すると，同社は，平成２４年１月２

３日に，被告から，日本において本件商標が付されたランニング用運動靴を独占的

に販売する権利を与えられ，それに伴って，本件商標の通常実施権を許諾されたも

のと認められる。 

  ２ 本件カタログの頒布について 
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  ⑴ 証拠（甲２の１・９・１０，乙７～１０）と弁論の全趣旨によると，次の

事実が認められる。 

   ア カスタムプロデュース社は，平成２６年６月１０日，両面カラー，Ａ４

×３倍（２９７×６２７），４ｃカラーの本件カタログ１万８０００冊を発注し，

同月２４日に納品を受け，同年７月から，約２００店舗にわたる被告の商品の取扱

店舗に頒布し，本件カタログは，各店舗では，一般消費者に頒布された。 

   イ 本件カタログの表紙には，使用商標が表示されるとともに「ＢＲＯＯＫ

Ｓ ＣＡＴＡＬＯＧ ＦＡＬＬ ２０１４」の表記がある。本件カタログには，商

品である運動靴の写真が多数掲載されている。本件カタログは，平成２６年の秋冬

商品のカタログである。    

  ⑵ 上記⑴の認定について，原告は，本件請求書に記載された商品名からは，

発注された印刷物が本件カタログかどうか明らかでないし，また，カタログが印刷

された事実があるからといって，当該カタログが頒布されたことにはならず，頒布

された事実の立証はないと主張する。 

 しかし，本件請求書に記載された商品が本件カタログであること及び本件カタロ

グが頒布された事実は，乙７（カスタムプロデュース社代表者の陳述書）によって

認められる。本件請求書(甲２の１０，乙８)に記載された注文内容である「ＢＲＯ

ＯＫＳ１４ＦＷ＿ＵＳＥＲ＿ＣＡＴ」，商品内容である「両面カラー，Ａ４×３倍

（２９７×６２７），４ｃカラー」は，本件カタログ（甲２の９）と整合するもの

であるし，時期的にも，本件カタログが平成２６年の秋冬商品のカタログであるこ

とと整合するのであって，前記認定事実を覆すに足りる証拠はない。したがって，

原告の上記主張を採用することはできない。 

  ⑶ 前記１認定のとおり，カスタムプロデュース社は，本件商標についての通

常実施権者であるところ，前記⑴認定のとおり，同社は，使用商標が付された本件

カタログを作成し，平成２６年７月から頒布したものと認められるから，同社は，

「広告」に使用商標を付して頒布したものと認められる。 



 10 

３  使用商標と本件商標との同一性について 

本件商標と使用商標を対比すると，図形の形状は同じであり，線書きであるか白

抜きであるかに差異があるのみであるから，本件商標と使用商標は，社会通念上，

同一の商標であると認められる。 

この点について，原告は，線書きであるか黒抜きであるかの差異をもって登録が

認められている商標がある（甲３～６）と主張するが，そのような登録例があるか

らといって，上記判断が左右されることはない。 

４ 以上によると，被告は，通常実施権者が，本件審判請求の登録前３年以内に，

日本国内において，指定商品について本件商標を使用していたことを証明したと認

めることができる。 

第６ 結論 

よって，本件審決を取り消すべき理由はないから，原告の請求を棄却することと

して，主文のとおり判決する。 

     知的財産高等裁判所第２部 

 

 

 

 

裁判長裁判官                       

           森       義   之 

 

 

 

裁判官                      

                                森   岡   礼   子  
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   裁判官佐藤達文は，転補につき署名押印することができない。 

 

 

 

 

                裁判長裁判官                       

                     森       義   之 


